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緒⾔ 

 

変形性顎関節症と確定診断される画像所⾒の⼀つに subchondral cyst（以下 SC）がある【1】．SC は

下顎⾻内部に⽣じる軟⾻下あるいは⽪質下嚢胞と呼ばれ，まれな所⾒である【1，2】．SC は MRI の T1

強調像およびプロトン密度強調像において低信号，T2 強調像において⾼信号を呈し，CT では周囲の⾻

破壊を伴わない境界明瞭な内部透過像を⽰す【3】．過去に，CT を⽤いて SC の⼤きさや位置および個

数等を調査した研究は少数存在するが【4，5】， MRI を⽤いて SC を詳しく調査した研究は，Li ら【6】

によるわずか 14 名の SC を有する下顎頭の MR 画像評価を⾏なったものしか存在せず，未だ SC の詳

しい原因および病態は明らかではない． 

正常な顎関節において，関節円板は下顎頭の前上⽅に位置し，下顎頭を保護するとともに，⼝腔機能

運動を潤滑にする重要な役割を担っている．しかし，関節円板は外傷や睡眠時ブラキシズムのようなパ

ラファンクションなどの種々の原因により転位する可能性が報告されている【7】．初期には転位した関

節円板は開⼝に伴って正常な位置に復位するが，末期には開⼝時においても転位したままの状態となり，

⾮復位性顎関節円板障害と呼ばれる状態に移⾏する．この⾮復位性顎関節円板障害は，下顎頭の退⾏性

⾻変化の⼤きなリスクファクターであることがたびたび報告されている【8-14】．変形性顎関節症の画

像所⾒の⼀つに分類される SC も，同様に⾮復位性顎関節円板障害との関連が疑われるが，これまでに

SC と関節円板の位置異常および動態異常との関連性を調べた報告はない． 

顎関節以外の変形性膝関節症や変形性股関節症等にも SC は認められ，CT や MRI などの画像検査を

⽤いた調査が実施されている【15-20】．SC の病因に関しては，関節軟⾻の損傷から⽣じた⻲裂から炎

症性サイトカインを含む滑液が軟⾻下⾻に侵⼊することにより SC が⽣じるとする滑液侵⼊理論【21，

22】と，関節軟⾻の損傷や軟⾻下⾻の微⼩⾻折により局所的な壊死が起こり，同部に浮腫が⽣じた結果

発⽣するという⾻挫傷理論が提唱されている【23，24】．これら以外にも，遺伝的素因，性別，年齢，肥
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満，⾝体活動，外傷，あるいは異常な関節形態などが SC発⽣のリスクファクターであるとする報告も

存在するが【25】，現時点においては SC の原因は不明である【26】．四肢の変形性関節症に関しては縦

断調査が⾏われており，Kellgren-Lawrence分類【27】や Tonnis の分類【28】などの画像診断基準にお

いて，SC は病期としては後期に発⽣し，重症度の⾼い所⾒とされている．⼀⽅で，顎関節においては

SC に関する縦断調査は皆無であり，SC が変形性顎関節症のどの病期に位置付けられるかは未だ明らか

ではない． 

そこで本研究では，変形性顎関節症に認められる SC の病態とその運命を知る⼀助とするため，顎関

節症症状を主訴に来院した患者の⼤規模顎関節 MRIデータから SC を抽出し，SC の横断的および縦断

的調査を実施した．SC の横断的調査においては，SC を有する下顎頭の解剖学的特徴，SC と関節円板

転位との関連性，および SC とその他の下顎頭退⾏性変化との関連を調査した．SC の縦断的調査では，

SC を有する顎関節の初診時および平均 5年 6 か⽉（40〜107 か⽉）経過した時点の MR 画像を⽤い，

SC および SC を有する顎関節の経時的変化を調査した． 

 

 

【実験 1．SC を有する顎関節の横断的調査】 

 

被験者および⽅法 

１．被験者 

被験者は，2009年から 2015年の間に⼤阪⼤学⻭学部附属病院に顎関節症症状（開⼝制限，関節雑⾳，

疼痛のうち少なくとも⼀つ）を主訴に来院した 944 名の連続サンプルより抽出した．以下の 3項⽬の除

外基準に該当する 260名（①MRI が未撮像であった 232 名，②MRI が読影不可能であった 26 名，③他

病院で撮影を受けた 1 名，④⾻折の既往があった 1 名）を除き， 684 名の患者（1368 関節，平均年齢
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44.8±18.0 歳，12-87歳，男性 152 名，⼥性 532 名）を調査対象群として選択し，その中から SC を認

める顎関節を有する被験者 41 名（42 関節，平均年齢 58.5±10.7歳，37-87歳，男性 3 名，⼥性 38 名）

を SC 群として抽出した．選択した 684 名の患者の中から，⽐較のため，SC 以外の下顎頭退⾏性⾻変

化である osteophyte，erosion および atrophy を有する顎関節も同時に抽出した．また，MRI 上で両側

において正常な関節円板および下顎頭を有する顎関節も抽出した．本研究は，⼤阪⼤学⼤学院⻭学研究

科･⻭学部及び⻭学部附属病院倫理審査委員会の承認を得て実施した（委員会番号 11000078, 承認番号: 

H30-E11）．また，本研究に関わるすべての被験者から⽂書により研究参加に関するインフォームドコ

ンセントを得た． 

２．MR 画像撮像条件 

MRI装置には Signa HDxt 1.5T（GE Healthcare，Wisconsin, U.S.A.）を⽤い，ファストスピンエコー

シークエンスにより⽮状⾯と冠状⾯の撮像を実施した．⽮状⾯は下顎頭の⻑軸に垂直な平⾯とし，冠状

⾯は下顎頭の⻑軸に平⾏な平⾯とした．T1 強調像（TR = 150 ms, TE = 4.2 ms）はローカライザーとし

て撮像された．閉⼝時の両側の⽮状⾯および冠状⾯のプロトン強調像は TR = 2,500 ms，TE = 20 ms，

ETL = 8，NEX = 2 のシーケンスで撮像した．閉⼝時の両側の⽮状⾯および冠状⾯の脂肪抑制 T2 強調

像は TR = 2,000 ms，TE = 85 ms，ETL = 16，NEX = 3 のシーケンスで撮像した．また，関節円板の

復位性を評価するためにプロトン強調像（TR = 800 ms，TE = 24 ms, ETL = 4, NEX = 1）で開閉⼝

時の撮像を⾏った．その他の条件は，FOV 22.2 × 10 cm，256 × 160 matrix，スライス幅 3 mmとし

た． 

３．MR 画像評価 

各患者の臨床症状をブラインドとして⼤阪⼤学⻭学部附属病院⼝腔補綴科の⻭科医師 2 名が別々に

MR 画像の評価を⾏った．下顎頭および関節円板は，MR 画像の⽮状⾯および冠状⾯におけるすべての

スライスを評価した．検者間で診断もしくは計測結果が異なった場合は，合議の上で診断を⼀致させた．
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MR 画像上の解剖学的指標の計測は DICOM viewer Osirix (ver.11.0.0) を使⽤して⾏った．調査項⽬を

以下に記す． 

1) SC の解剖学的調査 

１回⽬の MRI の⽮状⾯および冠状⾯ T2 強調像から下顎頭内に認めた SC について，以下の 4項⽬の

解剖学的計測を⾏った． 

(1)SC の⾯積 (㎟)：T2 強調像上で 1㎟以上の境界明瞭な⾼信号を⽰す領域の⾯積を，⽮状⾯および

冠状⾯において評価した． 

(2)下顎頭表層から SC までの距離 (㎜)：プロトン強調像上で下顎頭外形とそれに対する接線を描き，

それを T2 強調像へ重ね合わせ，下顎頭表層の接点から SC 表層への最短距離を⽮状⾯，冠状⾯の両

⽅において計測した（図 1）． 

(3)SC の個数：⽮状⾯と冠状⾯の両⽅の載⾯から SC の存在を確認し，その個数を数えた． 

(4)SC の位置：⽮状⾯および冠状⾯における位置をそれぞれ評価した．⽮状⾯では下顎頭の前⽅およ

び後⽅点を結んだ線を基準線とし，冠状⾯では下顎頭内側極と外側極を結んだ線を基準線とし，それ

ぞれの基準線を 3 等分した点に垂線を引き，⽮状⾯では，前⽅ 1/3 に位置するものを前⽅，中央 1/3

に位置するものを中央，後⽅ 1/3 に位置するものを後⽅とした．冠状⾯では，内側 1/3 に位置するも

のを内側，中央 1/3 に位置するものを中央，外側 1/3 に位置するものを外側とした（図 2）．SC がち

ょうど垂線上にある場合は，SC の⾯積が⼤きい⽅の位置を採⽤した． 

2) 下顎頭の解剖学的調査 

1回⽬の MRI の⽮状⾯および冠状⾯プロトン強調像から，下顎頭の解剖学的計測を⾏った．SC を認

める下顎頭（以下，SC群）と，対照群とした関節円板の位置は正常で⾻変形のない下顎頭（以下，正常

群）の計測を⾏い，2群間の⽐較を⾏った．計測にあたり採択した⽮状⾯は，MRI 上のリファレンス線

で冠状⾯の内側極と外側極の間のほぼ中⼼の載⾯，冠状⾯は，内側極と外側極間の距離が最⼤となる載
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⾯をそれぞれ採択した．下顎頭の解剖学的計測項⽬は以下の 4項⽬とした．これらの計測⽅法および計

測項⽬は MRI を⽤いて下顎頭の計測を⾏った過去の報告を参考に決定した【29-31】． 

(1)前⽅関節腔隙および上⽅関節腔隙：前⽅関節腔隙は関節隆起後壁から下顎頭前⽅点までの最短距

離，上⽅関節腔隙は下顎窩最深部から下顎頭上⽅点までの最短距離をそれぞれ計測した（図 3)． 

(2)下顎頭の前後径：関節隆起の最下点と外⽿孔中央点を結んだ線に対して平⾏に下顎頭の前⽅点と

後⽅点を結んだ線の最⻑距離を計測した（図 4)． 

(3)関節隆起の⾓度（以下，Angle）：下顎窩最深点，関節隆起最下点，外⽿孔中央点の 3点によって形

成される⾓度を計測した（図 5）． 

(4)下顎頭の内側極と外側極間の距離（図 6）． 

3) 顎関節内障の調査 

顎関節内障の評価項⽬は，関節円板の位置，動態，および下顎頭の退⾏性⾻変化の 3 項⽬とした．1

回⽬の MRI の⽮状⾯および冠状⾯のプロトン強調像および T2 強調像のすべての載⾯をもとに評価し

た．関節円板の位置および動態については抽出した 684 名の評価も併せて⾏い，SC 群と分布の⽐較を

⾏った．顎関節内障の評価は過去の報告を参考に⾏った【1，2】． 

(1)関節円板の位置 

正常，側⽅転位，部分前⽅転位，部分前⽅および側⽅転位，完全前⽅転位の 5 つに分類した．SC を

有する顎関節に後⽅転位は認められなかった． 

①正常：閉⼝時⽮状⾯のすべての載⾯において，下顎頭前⽅関節⾯が関節円板中央狭窄部に位置し，

円板形態が biconcaveであるもの（図 7-a）． 

②側⽅転位：冠状⾯で関節円板が内側極もしくは外側極を超えて転位しており，かつ⽮状⾯の下顎

頭を含む載⾯において少なくとも１つの載⾯以上で円板が消失していることを確認できるもの（図

7-b）． 
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③部分前⽅転位：⽮状⾯において，円板が正常な位置に存在する載⾯と円板後⽅肥厚部が下顎頭の

11 時半⽅向より前⽅に位置する載⾯の両⽅が確認できるもの（図 7-c）． 

④部分前⽅および側⽅転位：部分前⽅転位に側⽅転位が随伴しているもの． 

⑤完全前⽅転位：すべての⽮状⾯の載⾯において，関節円板の後⽅肥厚部が下顎頭の 11 時半⽅向

より前⽅に位置するもの（図 7-d）． 

(2)関節円板の動態 

正常，復位性顎関節円板障害，⾮復位性顎関節円板障害の 3 つに分類した． 

①正常：閉⼝時および開⼝時の⽮状⾯のすべての載⾯において，下顎頭前⽅関節⾯が関節円板中央

狭窄部に位置し，円板形態が biconcave型であるもの（図 8-a）． 

②復位性顎関節円板障害：閉⼝時に関節円板は転位しているが，開⼝時には，下顎頭および下顎窩

と関節円板の位置関係が正常であるもの（図 8-b）． 

③⾮復位性顎関節円板障害：閉⼝時に関節円板は転位しており，開⼝時においても転位したままの

状態であるもの．あるいは開⼝時においても側⽅転位が残留することにより，開⼝時の内側もしく

は外側部の⽮状⾯の載⾯において関節円板が消失しているもの（図 8-c）． 

(3)下顎頭の⾻変形 

下顎頭の⾻変形は SC 以外に osteophyte，erosion，atrophy に分類した（図 9）．flattening，concavity

は⾻変形像には含めなかった【1，2】．それぞれの⾻変形の定義は以下の通りである． 

osteophyte：硬化性境界を有する辺縁肥⼤ならびに⾻表⾯から⽣じる鋭⾓な外⽅への⾻増⽣を認め 

る異常像． 

erosion：下顎頭関節⾯⽪質の連続性の喪失，断裂を認める異常像． 

atrophy：下顎頭が縮⼩化した異常像． 

flattening：下顎頭関節⾯の丸みを帯びた輪郭が失われ，平坦化した像を呈するもの，⽪質の連続性 
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は保たれている． 

concavity：平坦化，⾻びらん，⾻棘，過形成または形成不全に起因しない⽪質の輪郭の凹形のよう 

な正常な形状から逸脱した像を呈するもの，⽪質の連続性は保たれている． 

calcified body：関節円板または顎関節の⾻構造と連続していない明瞭な⽯灰化構造，MRI では，プ 

ロトン密度強調像および T2 強調像で低信号または⾼信号として認められる． 

cortical sclerosis：隣接する⾮耐荷重領域と⽐較して耐荷重領域における⽪質の厚さが明らかに増加 

した像を呈するもの，MRI ではプロトン密度強調像と T2 強調像で⾻髄の低信号を呈する． 

4) データ解析および統計⼿段 

統計解析には，統計解析ソフト SPSS ver. 23.0 （SPSS Inc. Japan）を使⽤した．検者間の画像診断の

⼀致度の評価には kappa 係数を⽤いた．SC 群および正常な顎関節群間の下顎頭の解剖学的計測の差の

検定には Mann-Whitney の U 検定を⽤いた．SC 群とその他退⾏性⾻変化群間の年齢の差の検定には

one-way ANOVA（Games-Howell法）を，性別の分布の⽐較の検定にはχ2 検定（Bonferroni の補正）

を⽤いた．群間の関節円板の位置および動態の分布の⽐較にはχ2 検定を⽤いた．有意⽔準はすべて

α=0.05 とした． 

 

結果 

1．検者間の⼀致度 

SC を有する顎関節 42 関節において SC の⾯積および SC の位置についての検者間の画像診断の⼀致

度は，それぞれκ＝0.824，0.849であり，⾼い⼀致度を⽰した． 

調査対象群の関節円板の位置，動態および下顎頭⾻変化についての検者間の画像診断の⼀致度は，そ

れぞれκ＝0.895，0.982，0.847 であり，⾼い⼀致度を⽰した． 

2．SC の解剖学的調査 
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SC の⾯積は，⽮状⾯において平均 3.5±1.9㎟，冠状⾯において平均 3.4±2.3㎟であった．最も⼩さ

い SC の⾯積は⽮状⾯および冠状⾯で 1.1㎟，最も⼤きいものは冠状⾯で 13.4㎟であった（図 10）． 

下顎頭表層から SC までの距離は，⽮状⾯において平均 0.8±0.5㎜，冠状⾯においては平均 0.8±0.7

㎜であった（図 11）． 

SC の個数は，SC を有する下顎頭の 60%（25 関節）において 1 個のみ，その他の 40%の下顎頭では

複数個の SC が存在していた（表 1）． 

⽮状⾯における SC の位置は，前⽅，中央，後⽅にそれぞれ 35%，48%，17%の割合で存在し，冠状

⾯における SC の位置は, 内側，中央，外側にそれぞれ 10%，81%，9%の割合で存在していた（表 2）．  

3．SC群および正常群における下顎頭の解剖学的調査 

前⽅関節腔隙は SC 群で平均 1.0±0.7 ㎜，正常群で平均 1.7±0.5 ㎜，上⽅関節腔隙は SC 群で平均

1.5±0.9㎜，正常群で平均 4.5±0.9㎜，下顎頭前後径は SC群で平均 8.5±1.6㎜，正常群で平均 8.2±

1.2㎜，Angleは SC群で平均 34.4±6.2°，正常群で平均 42.0±5.9°，下顎頭内外側径は SC群で平均

16.3±2.3㎜，正常群で平均 19.7±2.0㎜であった（図 12）．SC群の前⽅関節腔隙，上⽅関節腔隙，Angle

および下顎頭内外側径は正常群よりも有意に⼩さかった（P＜0.05）．下顎頭前後径は，両群間に有意差

を認めなかった（P＝0.65）（図 13）． 

4．SC群および調査対象群における関節円板の状態 

SC群の関節円板の位置異常に関しては，完全前⽅転位，側⽅転位，部分前⽅転位ならびに側⽅転位，

および正常を，それぞれ 35 関節（83.3%），3 関節（7.2%），3 関節（7.2%），および 1 関節（2.3%）に

認めた．調査対象群については，完全前⽅転位，部分前⽅転位，側⽅転位，部分前⽅転位および側⽅転

位，後⽅転位，および正常を，それぞれ 544 関節（39.2%），292 関節（21.3%），105 関節（7.7%），77

関節（5.6%），42 関節（3.1%），308 関節（22.5%）に認めた（表 3）．両群を⽐較したところ，関節円

板の位置異常の割合に有意差を認め（P＜0.001），SC群の⽅が関節円板の位置異常を認める顎関節の割
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合が⼤きかった． 

SC 群の関節円板の動態異常に関しては，正常，復位性顎関節円板障害および⾮復位性顎関節円板障

害の割合はそれぞれ 1 関節（2.4%）， 5 関節（11.9%），36 関節（85.7%）と⾮復位性顎関節円板障害

が圧倒的多数を占めた．調査対象群に関しては，正常，復位性顎関節円板障害，および⾮復位性顎関節

円板障害の割合は，それぞれ 348 関節（25.4%）， 542 関節（39.6%）， 478 関節（35.0%）であった（表

4）．SC群と調査対象群を⽐較したところ，関節円板の動態異常の割合に有意差を認め（P＜0.001），SC

群の⽅が⾮復位性顎関節円板障害を認める顎関節の割合が⼤きかった． 

5．SC を有する下顎頭に随伴する退⾏性⾻変化 

SC を認めた下顎頭に随伴する退⾏性⾻変化の割合は，SC のみ： 20関節（48%），SC と osteophyte： 

18 関節（43%），SC と atrophy：1 関節（2%），SC と osteophyte と erosion：1 関節（2%），SC と

osteophyteと atrophy：2 関節（5%）であった（表 5）．調査対象群における下顎頭変形像の分布を表 6

に⽰す．複数の下顎頭変形像を有する場合は，重複して各群に含めた．SC群の年齢は，osteophyte 群，

erosion 群，atrophy 群，正常群の年齢と⽐較して有意に⾼かった（P＜0.05）（図 14）．SC 群の性別の

分布は，erosion群，atrophy群および正常群の性別の分布と有意差を認めたが（P＜0.001），osteophyte

群との間には有意差を認めなかった（P＝0.22）（図 15）． 

 

 

【実験 2．SC を有する顎関節の縦断的調査】 

 

被験者および⽅法 

１．被験者 

実験 1 において SC を認めた 41 名の被験者（42 関節，平均年齢：58.5±10.7歳，37-87歳，性別：
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男性 3 名，⼥性 38 名）に対して，研究協⼒依頼の⼿紙を郵送し，研究参加に対する同意が得られた 28

名の被験者（29 関節，平均年齢：65.2±9.1 歳，49-79 歳，性別：男性 2 名，⼥性 26 名，リコール率

68％）に来院を依頼し，来院時に 2回⽬の MRI 撮像を⾏うとともに同⽇に患者質問表の記⼊を指⽰し

た．すべての被験者より書⾯にて研究参加に関するインフォームドコンセントを得た．研究に参加しな

かった 13 名の具体的理由は，スケジュールが合わない（7 名），連絡先不明（4 名），⾼齢もしくは遠⽅

に在住のため来院不可能（2 名）であった． 

２．MR 画像撮像条件および MR 画像評価 

MR撮像条件および MR 画像評価は実験 1 と同⼀とした．顎関節部の経時的変化について，以下の 4

項⽬を調査した． 

1) SC の経時的変化 

2回⽬の MRI で SC が消失したかどうかを評価した．SC が残存していた場合は，その⼤きさの変化

を観察した． 

2）下顎頭の経時的変化 

下顎頭の解剖学的計測項⽬は実験 1 と同⼀とした．1回⽬および２回⽬の MRI をもとに，経時的変化

量を調査し，以下の 2 つの解析を⾏った． 

(1) 1回⽬の MRI で SC が存在する下顎頭（以下，SC群），その反対側の下顎頭（以下，対側群）

の 2群に分類し，2群間で経時的変化量を⽐較した． 

(2) 2回⽬の MRI で SC が消失した下顎頭（以下，SC消失群）と SC が残存した下顎頭（以下，

SC残存群）の 2群に分類し，2群間で経時的変化量を⽐較した． 

3）顎関節内障の経時的変化 

顎関節内障の評価は実験１と同⼀とした．SC 群の関節円板の位置，関節円板の動態，および随伴す

る下顎頭退⾏性⾻変化の 3項⽬について経時的変化を調査した． 
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4）臨床症状の経時的変化 

1回⽬および 2回⽬の MR撮像時に記⼊した患者質問表に含まれる質問項⽬のうち，visual analogue 

scale（VAS）を⽤いて，顎の症状と⽇常⽣活⽀障度（ADL）の 2項⽬を評価した．SC消失群および SC

残存群に分け，それぞれ臨床症状の経時的変化を調査した． 

３．データ解析 

SC群と対側群の下顎頭の解剖学的計測，SC消失群と SC残存群の下顎頭の解剖学的計測ならびに患

者質問表から得られた臨床症状における 1回⽬と 2回⽬のデータの⽐較にはWilcoxon の符号付順位和

検定を⽤いた．SC 消失群と SC 残存群間の下顎頭解剖学的計測の経時的変化量，SC 消失群および SC

残存群間の平均年齢の⽐較，および 1回⽬から 2回⽬の MRI撮像までの平均経過⽉数の⽐較には Mann-

Whitney の U検定を⽤いた．有意⽔準はすべてα=0.05 とした． 

 

結果 

1．SC の経時的変化 

調査対象である 29関節のうち，SC消失群は 19関節（66％），SC残存群は 10関節（34％）であっ

た．SC消失群のうち，SC の消失を認めたものは 15 関節（52％），元の SC が消失し，新たな SC の出

現を認めたものは 4 関節（14％）であった．SC残存群のうち，SC にほとんど変化がなかったものが 5

関節（17%），SC の⼤きさもしくは数の減少を認めたものが 5 関節（17％）であった（図 16）． 

SC消失群と SC残存群の初診時の平均年齢はそれぞれ 64.8±9.6歳，66.0±7.5歳であり，両群間に

有意差を認めなかった（P＝0.74）．SC消失群と SC残存群における 1回⽬から 2回⽬の MRI撮像まで

の平均経過期間はそれぞれ，72 か⽉（40〜107 か⽉），56 か⽉（42〜94 か⽉）であり，両群間の経過期

間に有意差を認めなかった（P＝0.77）． 

2．下顎頭の経時的変化 
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(1) SC群 vs. 対側群 

SC群と対側群の両⽅で，前⽅関節腔隙（SC側：0.9㎜→0.7㎜，P＝0.04，対側：1.4㎜→1.1㎜，P

＝0.03），上⽅関節腔隙（SC 側：1.5㎜→1.2 ㎜，P＝0.01，対側：1.9 ㎜→1.6㎜，P＝0.001），および

Angle（SC側：33.3°→29.7°，P＝0.002，対側：35.4°→32.7°，P＝0.004）に有意な減少を認めた．

また，SC群では下顎頭の前後径が有意に増加したのに対し（8.5㎜→9.6㎜，P＜0.001），対側群では有

意な変化は認められなかった（8.2㎜→8.3㎜，P＝0.52）（図 17，18）．  

(2) SC消失群 vs. SC残存群 

SC消失群は，前⽅関節腔隙（1.0㎜→0.7㎜，P＝0.004），上⽅関節腔隙（1.5㎜→1.2㎜，P＝0.03），

下顎頭の前後径（8.3㎜→9.7㎜，P＝0.004），および Angle（33.7°→29.0°，P＜0.001）のすべての項

⽬で有意な変化を認めた．SC残存群では下顎頭の前後径（9.1㎜→9.5㎜）の有意な増加（P＝0.01）と

Angle（32.5°→31.1°）の有意な減少（P＝0.01）を認めたが，前⽅および上⽅関節腔隙に有意な変化

は認められなかった（P＝0.24，P＝0.11）．SC消失群は SC残存群と⽐較して，前⽅関節腔隙（SC消失

群：−0.3㎜，SC残存群：＋0.1㎜，P＝0.04），下顎頭の前後径（SC消失群：＋1.4㎜，SC残存群：＋

0.4㎜，P＝0.03），および Angle（SC消失群：−4.7°，SC残存群：−1.4°，P＝0.02）の経時的変化

量が有意に⼤きかった（図 19，20）． 

3．関節円板の経時的変化  

調査対象である 29関節の 1回⽬の MRI における関節円板の位置異常は，完全前⽅転位が 80%（23

関節），側⽅転位が 7%（2 関節），部分前⽅転位ならびに側⽅転位が 3 関節（10%），正常が 1 関節（2%）

であった．転位が認められたもののうち，復位性顎関節円板障害は 3 関節（11%），⾮復位性顎関節円

板障害は 25 関節（89%）であった．2回⽬の MRI で変化があったのはわずかに 1 関節で，正常から⾮

復位性の側⽅転位へと変化した．  

4．下顎頭の経時的⾻変化 
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調査対象である 29 関節の 1 回⽬の MRI における下顎頭の退⾏性⾻変化の割合は，SC のみが 12 関

節（41%），SC と osteophyteが 14 関節（49%），SC と osteophyteと erosion が 1 関節（3%），SC と

osteophyteと atrophy が 2 関節（7%）であった．2回⽬の MRI では，退⾏性⾻変化を認めないものが

2 関節（7%），SC のみが 3 関節（10%），osteophyteのみが 9関節（31%），SC と osteophyteが 11 関

節（38%），osteophyte と erosion が 2 関節（7%），osteophyte と atrophy が 2 関節（7%）であり，

osteophyteを認めた下顎頭が 59%から 83%に増加していた（図 21）． 

5．臨床症状の経時的変化  

SC 群全体，SC 消失群，および SC 残存群に分けて⽇常⽣活⽀障度（ADL）および顎の痛み（VAS）

の経時的変化を評価した．ADL は全群において減少していたが，有意差は認めなかった（SC群全体：

7.3→4.7，SC消失群：6.9→5.1，SC残存群：7.9→4，P >0.05）． 

顎の痛み（VAS）は全群で有意に低下していた（SC群全体：3.8→1.2，SC消失群：3.6→0.9，SC残

存群：4.2→1.6，P＜0.05）（図 22）． 

 

 

考察 

 

顎関節症は多因⼦性疾患として知られ，近年，顎関節症患者と遺伝⼦，健康状態，精神⼼理学的要因

等の様々な要因との関連が明らかにされつつあり，顎関節症に関する研究は⾶躍的に進歩している【32】．

また，顎関節症患者の臨床症状や顎関節内障の状態が，経時的にどのように変化するかを，MRI や CT

を⽤いた画像診断により縦断的に調査した報告もこれまでにいくつか存在する【33‒37】． 

⼀⽅，SC の存在は変形性顎関節症の国際的な画像診断基準の⼀つとして重要視されているにもかか

わらず，これまで顎関節部の SC に関する横断研究は皆無に近く，まして SC に関する縦断研究は存在
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しないのが現状である．その原因として，SC の発⽣頻度が低いことや，海外において MRI検査が⾼額

であることが挙げられる．我が国では，顎関節症の診断に必要な MRI 検査の費⽤の⼀部が社会保険で

給付されるため，顎関節内障診断のゴールデンスタンダードとされている MRI 撮影【38，39】を希望

される患者は多い． 

これまで我々は，2009 年から 2015年までの⼤阪⼤学⻭学部附属病院⼝腔補綴科に顎関節症状を主訴

に来院した患者 684 名の初診時の MRI データから 42 関節の SC を抽出し, 調査するに⼗分量の症例

を確保することができた．また，縦断研究においては 41 名（42 関節）のうち 28 名（29関節）の協⼒

が得られ，68%のリコール率であったことから，脱落バイアスの影響を避けるのに必要な症例数は確保

できたと考える． 

 

1．SC を有する顎関節の横断的調査 

本研究の横断調査結果の興味深い点は，SC を有する下顎頭のほとんどに関節円板の状態異常が認め

られたことである．具体的には 98%の関節円板の位置異常を認め，そのうち 88%は⾮復位性関節円板

転位であり，関節円板の位置および動態異常が SC の発⽣に強く関連している可能性が⽰された．顎関

節円板が転位し，さらに⾮復位性顎関節円板障害の状態となることで関節円板による⼒学的な負荷緩衝

機構が失われ，SC の発症につながる可能性があると考えられる．四肢の変形性関節症における SC のリ

スクファクターとして半⽉板の損傷や肥満等が知られているが【25，40】，変形性顎関節症においては

関節円板の転位が SC の⼤きなリスクファクターである可能性が明らかとなった．SC を認めるものの

中には定義上で正常な関節円板の位置を有する下顎頭が 1 関節存在していたが，この顎関節においては

下顎頭と下顎窩間に関節円板が介在せず，⾻が近接した部位が存在し（図 23），同部に SC が形成され

ていた．この事実は，関節円板による負荷緩衝機能が失われた下顎頭の近傍に SC が形成されるという

SC の発⽣機序を⽀持するものと思われた． 
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SC の解剖学的調査において，SC は下顎頭表層から平均 0.8㎜の近接した場所に存在し，⽮状⾯にお

いて前⽅と中央に位置する SC は全体のうち 83%を占め，冠状⾯においては中央に位置するものが 81%

を占めていた．多くの SC が前⽅もしくは上⽅の位置に多く存在していたという結果は，最も関節負荷

の加わる前⽅関節⾯直下に⽣じることが多いことを意味しており，CT を⽤いて⾏った SC の横断調査

結果を⽀持するものである【5】． 

四肢の変形性関節症に認められる SC の発⽣機序に関し，2 つの仮説が提唱されている．1 つは滑液

侵⼊仮説であり，関節軟⾻表⾯の損傷を発端として，軟⾻の⻲裂や⽋落部を通じて，関節内の滑液が軟

⾻下⾻に侵⼊し，SC が⽣じるというものである【21，22】．この仮説では，軟⾻が⽋失した部位直下に

SC が⽣じるはずであるが，本研究結果では下顎頭表層から平均0.8㎜，最⼤で 2.7㎜の距離をおいた軟

⾻下に SC が形成されていたことから，滑液侵⼊仮説は必ずしも当てはまらないと考えられた．もう 1

つは，関節軟⾻に加わる外傷性負荷を発端として⾻の微⼩⾻折が⽣じ，負荷の加わった部位に対向した

軟⾻下において⾻髄浮腫が引き起こされ，SC が⽣じるという⾻挫傷仮説である【23，24】．近年の MRI

を⽤いた変形性膝関節症における SC の横断調査においても，この理論は⽀持されている【15】．今回の

調査により，関節円板の位置異常によって下顎頭に過剰な負荷が加わり，その部位の近傍に SC が形成

されることが明らかとなり，本研究結果もこの⾻挫傷仮説を裏付けるものと考えられた． 

本研究における下顎頭の解剖学的調査では，SC を有する下顎頭は，正常な顎関節群と⽐較して下顎

頭が内外側的に⼩さく，関節腔隙の狭⼩化および関節隆起の平坦化が認められた（図 12）．Vieira ら【41】

は，関節円板転位群および正常群の下顎頭内外側径はそれぞれ 18.21 ㎜，19.63 ㎜であり有意差があっ

たと報告している．今回の研究結果では正常群は 19.7㎜であり，Vieira らの研究と近似した値を⽰して

いたが，SC群では 16.3㎜とさらに⼩さい値であった．また，筒井ら【42】は，顎関節症群の⽅が正常

群に⽐べて下顎頭が⼩さい傾向を認めたと報告している．以上のことから，SC を有する下顎頭は，正

常な顎関節群と⽐較して相対的に下顎頭形態が矮⼩であり，また関節隆起がより平坦化していたことか
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ら，関節円板の位置異常をきたし，解剖学的形態が変化するまで継続して過剰な⼒学的負荷が加わった

結果，下顎頭に SC が発⽣した可能性が⽰唆された． 

さらに，その他の退⾏性⾻変化群と⽐べて SC群の年齢が⾼いことから，SC の発⽣には時間的な要因

も関与しており，SC は下顎頭⾻変化の中でも⽐較的後期に⽣じる可能性が⽰された．この事実は四肢

の変形性関節症において SC が晩期に発⽣するという報告【20，26】や，変形性関節症の画像診断の重

症度の分類基準においても SC は後期のステージに認められる【27，28】という報告と⼀致するもので

ある．また，SC 群の性別の分布に関しては，41 名のうち男性はわずかに 3 名でありその他 38 名は⼥

性であることから，erosion や atrophy と⽐較して，男性の占める割合が有意に低く，⼥性の割合が相対

的に⼤きいことが明らかとなった．このことは，四肢の変形性関節症において SC の発⽣は有意に⼥性

に多かったという過去の報告と⼀致していた【25，26】．原因として⼥性の閉経後のエストロゲン分泌

の減少や，また⼥性は男性よりも体脂肪率が⾼いことが知られており，この脂肪細胞から分泌されるレ

プチンが軟⾻下⾻形態に影響を及ぼす可能性があり，これらが SC の発⽣のリスクを⾼める理由になる

のかもしれない．また，SC を有する下顎頭の半数が osteophyte を有しており，SC は osteophyte の発

⽣する下顎頭に随伴する，もしくは osteophyteの形成と類似した機序で発⽣する可能性があるものと考

える．  

 

2．SC を有する顎関節の縦断的調査 

本研究の縦断的調査により，平均 5年 6 か⽉（40〜107 か⽉）の経過を経て，SC は約 2/3 が消失し，

約 1/3 が残存することが明らかとなった．顎関節部の SC は経時的に多くが消失傾向を認め，また残存

していても増⼤することがなかったという事実から，⼝腔顔⾯領域に発⽣するその他の囊胞や腫瘍と⽐

べて進⾏性を⽰さない病態であることが⽰唆された．これは変形性膝関節症における SC の縦断研究結

果においては顕著な SC の増⼤を⽰さなかったという結果と類似していた【16】． 
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SC が消失した下顎頭と SC が残存した下顎頭を⽐較すると，SC が消失したものの⽅が，関節腔隙の

狭⼩化，下顎頭前後径の増⼤および関節隆起の平坦化が進⾏していた（図 20）．以上のことから SC は

下顎頭や関節隆起の⾻変化を伴いながら消失する可能性が⽰唆された．⼀⽅，SC が消失したものの中

でも，下顎頭が吸収して SC が消失したものと，下顎頭形態が⼤きく変化せずに消失したものが存在し

ていた．下顎頭が吸収して SC が消失したものは，下顎頭の吸収に伴って SC が消失した可能性が考え

られた（図 24）．下顎頭形態が⼤きく変化せずに SC が消失したものは，リモデリングにより SC が存

在していた場所に⾻が再⽣した可能性が考えられる．また，液体成分が消失しただけで内部が空洞にな

っている可能性も考えられるが，CT を撮影していないため，本研究結果からは SC 内部の状態を評価

することは困難である． 

初診時に SC を有していた下顎頭のうち 59%に osteophyteが随伴しており，さらに 2回⽬の MR撮

像時においては osteophyteを随伴するものは 83%に増加していた．また，SC群では下顎頭前後径の増

加が認められた⼀⽅で，対側群には下顎頭前後径の変化が認められなかった（図 18）．さらに，SC消失

群では，SC 残存群と⽐較して下顎頭前後径の増加がより⼤きく認められた．以上のことから，SC は

osteophyteと関連性をもって発⽣し，さらに osteophyte様の⾻変化が進⾏しながら SC が消失していく

傾向が明らかとなった． 

その他の解剖学的な経時的変化として，SC群では関節腔隙の狭⼩化が認められたが，Gynther ら【43】

の変形性顎関節症の進⾏とともに関節腔隙は狭⼩化するという報告があることからも，本研究により

SC が変形性顎関節症の⼀つとして定義されていることの妥当性を裏付けることができた． 

顎関節症患者において，臨床症状は患者の QOL と⼤きく関わっているため，注意して観察すべき項

⽬の⼀つである．本研究においては，SC の運命とは関係なく顎の痛みは有意に減少し，また，被験者が

少ないことから統計学的に有意な結果ではなかったものの，ADL の数値に減少を認めた．本研究の被

験者には，11 名は認知⾏動療法，13 名は運動療法，9名はアプライアンス療法，8 名は運動療法および
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アプライアンス療法が実施されていたが，2回⽬の MR撮影時には治療介⼊を必要とする被験者は存在

しなかった．したがって，SC の存在と臨床症状の関連は薄く，SC の発⽣が原因となって⽣じる特異的

な臨床症状は特に認められなかった．また，保存的療法により SC を有する顎関節部の疼痛およびそれ

に伴う機能障害は⼗分に改善が⾒込めることが明らかであることから，SC に特化した外科的な治療介

⼊の必要性は低いことが⽰唆された．⼀⽅，SC を有する下顎頭が⼤きく変形していく症例も少なから

ず存在したことから，SC を認める顎関節症患者については，治療後も咬合関係や下顎位に関して定期

的な観察が必要であると考えられた． 

 

 

結論 

 

SC の横断的調査により，SC は下顎頭の⼒学的負荷の加わりやすい部位の近傍に形成される可能性が

⽰唆された．また，SC は関節円板の位置異常，特に⾮復位性顎関節円板転位との関連が強いことが明

らかとなった．さらに，SC は下顎頭退⾏性⾻変化の中でも，晩期に発⽣する可能性が⽰唆された． 

SC の縦断的調査により，SC の 66%は時間経過とともに消失し，消失しない場合も増⼤のような進⾏

性を⽰さないことが判明した．また，SC を有する患者の臨床症状は SC の運命に関わりなく保存療法に

より⼗分に改善することも明らかとなった． 
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表 1．SC の個数 

 



 28 

表 2．SC の位置 

 

  カッコ内：SC の個数   
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表 3．SC群および調査対象群における関節円板の位置異常の割合 

 

P＜0.001：χ2 検定 
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表 4．SC群および調査対象群における関節円板の動態の割合 

 

P＜0.001：χ2 検定 
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表 5．SC を有する下顎頭に随伴する退⾏性⾻変化 
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表 6．調査対象群の分布 

 

 ※同⼀のアルファベット⽂字を付けた群間には有意差がないことを⽰す． 
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図 1．下顎頭表層から SC までの距離 

※⾚線で⽰す部位を計測した 
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図 2．SC の位置 
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図 3．前⽅関節腔隙および上⽅関節腔隙 

※⾚線で⽰す部位を計測した． 
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図 4．下顎頭の前後径 

※⾚線で⽰す部位を計測した． 
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図 5．関節隆起の⾓度（Angle） 

※⾚線のなす⾓度を計測した． 
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図 6．下顎頭の内外側径 

※⾚線で⽰す部位を計測した．
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図 7．関節円板の位置 

a：正常  

b：側⽅転位   

c：部分前⽅転位（左側：関節円板が正常な位置に存在する載⾯，右側：関節円板後⽅肥厚部が下顎頭の

11 時半⽅向より前⽅に位置する載⾯）  

d：完全前⽅転位 
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図 8 関節円板の動態 

左側：閉⼝時，右側：開⼝時 

a：正常図 

b：復位性顎関節円板障害 

c：⾮復位性顎関節円板障害
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図 9．下顎頭の⾻変形 

a：SC 

b：osteophyte 

c：erosion 

d：atrophy 
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図 10．SC の⾯積のヒストグラム 
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図 11．下顎頭表層から SC までの距離のヒストグラム 
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図 12．SC群および正常群における下顎頭の解剖学的調査：模式図 

 数値は平均値を⽰す． 
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図 13．SC群および正常群における下顎頭の解剖学的調査 

*：P＜0.05（Mann-Whitney U test） 
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図 14．年齢の群間⽐較 

*：P＝0.02，**：P＝0.001，***：P＝0.046（one-way ANOVA，Games-Howell法） 
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図 15．性別の分布の群間⽐較 

**：P＜0.001（χ2 検定，Bonferroni の補正） 

：⼥性（n） ：男性（n） 
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図 16．SC の経時的変化 
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図 17．SC群と対側群の下顎頭の経時的変化 

 Wilcoxon signed ranks test 
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図 18．SC群と対側群の下顎頭の経時的変化：模式図 
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図 19．SC消失群と SC残存群の下顎頭の経時的変化 

 Wilcoxon signed ranks test，Δ：Mann-Whitney U test 
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図 20．SC消失群と SC残存群間の下顎頭の経時的変化量の⽐較：模式図 

*：P＜0.05（Mann-Whitney U test） 
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図 21．下顎頭の経時的⾻変化 
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図 22．臨床症状の経時的変化 

T1：First MRI 

T2：Second MRI 
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図 23．正常な関節円板の位置を有する下顎頭に⽣じた SC 

関節円板が⼀部下顎頭−下顎窩間に介在せず⾻が異常に近接した部位が存在し，同部に SC が形成さ

れていた．
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図 24．SC が存在していた場所の⾻表⾯に陥凹が認められた具体例  

：SC， ：⾻表⾯の陥凹  

 


